

別記様式第４－１号
事業実施主体要件適合確約書
（特定農業法人用）
	法人名
	
	構成農家戸数
	          戸

	特定農用地利用規程
	有効期限   年　　月


１．特定農用地利用規程の有効期限経過後の方針
  （注）事業終了後５年間特定農業法人であるか、又は事業終了後５年間引き続き特定農業　　　法人と同様の活動を行うのかいずれかを記載すること。
２．利用集積目標・達成プログラム
	
	
	現在　年
	１年目
	２年目
	３年目
	４年目
	目標　年

	
	利用集積面積(ha)
	
	
	
	
	
	

	
	
	 集積率(%)
	
	
	
	
	
	

	
	
	 達成率(%)
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	特定農用地利用規程の区域内農用地面積
	 　      　　　  ha

	
	
	


３．農畜産物の取扱高
	
	 作物名
	法人全体取扱高
　　 　（千円）
	うち特定農用地利用規程区域内の取扱高（千円）
	割 合(%)

	
	
	
	
	
	達成率(%)

	現在　年
	
	
	
	
	

	１ 年 目
	
	
	
	
	

	２ 年 目
	
	
	
	
	

	目標　年
	
	
	
	
	


４．雇用者数
	
	現在　年
	１年目
	２年目
	目標　年

	常時雇用者数
	
	
	
	

	(人／年)
	達成率(%)
	
	
	
	


　上記のとおり、産地活性化総合対策事業実施要領（平成23年４月１日付け22生産第10890号農林水産省生産局長通知）Ⅳの２の第９の２の（５）のイに基づく事業実施主体要件に適合することを確約する。
平成　　年　　月　　日
住　　　所
法　人　名
代表者氏名               　　                         印
別記様式第４－２号
事業実施主体要件適合確約書
（農業生産法人用）
	法人名
	

	出資比率
	公共的団体　　%

	
	
	①地方公共団体　　　%　②農協等　　%　

	
	その他　　%

	
	
	①農家　　％　②企業　　%　③その他　　%


１．離農希望者又は営農を中止する者からその所有する農用地等、共同利用機械・施設等の　経営資産を継承してほしい旨の申出があった場合に、当該法人がその経営資産を継承する。
２．農畜産物の取扱高
	
	 作物名
	法人全体取扱高
　　 　（千円）
	うち受益区域内の取扱高（千円）
	割 合(%)

	
	
	
	
	
	達成率(%)

	現在　年
	
	
	
	
	

	１ 年 目
	
	
	
	
	

	２ 年 目
	
	
	
	
	

	目標　年
	
	
	
	
	


３．雇用者数
	
	現在　年
	１年目
	２年目
	目標　年

	常時雇用者数
	
	
	
	

	(人／年)
	達成率(%)
	
	
	
	


　上記のとおり、産地活性化総合対策事業実施要領（平成23年４月１日付け22生産第10890号農林水産省生産局長通知）Ⅳの２の第９の２の（５）のイに基づく事業実施主体要件に適合することを確約する。
平成　　年　　月　　日
住　　　所
代表者氏名               　　                         印
